
◎国立研究開発法人情報通信研究機構法及び特定通信・放送開発

事業実施円滑化法の一部を改正する等の法律 
（平成二八年四月二七日法律第三二号）   

一、提案理由（平成二八年四月五日・衆議院総務委員会） 

○高市国務大臣 国立研究開発法人情報通信研究機構法及び特定通信・放送開発事業実

施円滑化法の一部を改正する等の法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を

御説明申し上げます。 

 高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与するため、国立研究開発法人情報通信研

究機構の業務の範囲に、その研究に係る成果の普及として行うサイバーセキュリティー

に関する演習その他の訓練の業務及びインターネット・オブ・シングスの実現に資する

新たな電気通信技術の開発またはその有効性の実証のための設備を他人の利用に供する

事業に対する助成金の交付の業務を追加するなどの措置を講ずるほか、電気通信基盤充

実臨時措置法附則第二条に規定する同法の廃止期限の到来に伴い、同法を廃止する必要

があります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、国立研究開発法人情報通信研究機構の業務の範囲に、その研究等に係る成果

の普及として行うサイバーセキュリティーに関する演習その他の訓練の業務を追加する

こととしております。また、総務大臣が機構の当該業務に関する中長期目標の策定、変

更などをしようとする際にサイバーセキュリティ戦略本部の意見を聞かなければならな

いこととしております。 

 第二に、機構は、平成三十四年三月三十一日までの間、インターネット・オブ・シン

グスの実現に資する新たな電気通信技術の開発もしくはその有効性の実証のための設備

を他人の利用に供する新技術開発施設供用事業または情報を大量に記録し高速度で送受

信することが可能な電気通信設備をその設置を誘導すべき地域に設置して他人の利用に

供する地域特定電気通信設備供用事業を実施しようとする者に対し、当該事業に必要な

資金に対する債務保証及び助成金の交付の業務を行うこととしております。 

 第三に、電気通信基盤充実臨時措置法附則第二条に規定する同法の廃止期限の到来に

伴い、同法を廃止することとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、一部の規定を除き、平成二十八年五月三十一日までの間において

政令で定める日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成二八年四月八日） 

○遠山清彦君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与するため、国立研究開発法人情

報通信研究機構の業務の範囲に、その研究等に係る成果の普及として行うサイバーセキ

ュリティーに関する演習その他の訓練の業務及び新技術開発施設供用事業等に対する助

成金の交付等の業務を追加する等の措置を講ずるほか、電気通信基盤充実臨時措置法附

則第二条に規定する同法の廃止期限の到来に伴い、同法を廃止しようとするものであり

ます。 

 本案は、去る四月四日本委員会に付託され、五日高市総務大臣から提案理由の説明を

聴取し、昨日、質疑を行い、討論の後、採決いたしましたところ、本案は賛成多数をも

って原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院総務委員長報告（平成二八年四月二〇日） 

○山本博司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与するため、国立研究開発法

人情報通信研究機構の業務の範囲に、その研究等に係る成果の普及として行うサイバー

セキュリティーに関する演習その他の訓練の業務及びインターネット・オブ・シングス

の実現に資する新たな電気通信技術の開発又はその有効性の実証のための設備を他人の

利用に供する事業等に対する助成金の交付等の業務を追加する等の措置を講ずるほか、

本年五月三十一日とされている電気通信基盤充実臨時措置法の廃止期限の到来に伴い、

同法を廃止しようとするものであります。 

 委員会におきましては、サイバー攻撃の態様と機構の演習内容の高度化の必要性、サ

イバーセキュリティー及びＩＣＴ人材の確保、育成策、データセンターの地域分散化及

びテストベッドの整備の在り方等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して吉良よし子委員より

反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


